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【削減戦略1】
まち歩きを楽しめる
脱炭素な都市の形成

緑に囲まれた効的で生活

しやすい快適なまちの形

公共交通機関

の利用促進

地域ごとの性を活かした
コンパクトなまちの形成

・長市都市計画マスタープランの運用
・長市立地適正化計画の運用
・容率の緩和を柱とする用途地域の全
体見直し

・コンパクトな市街地形成に向けた備

交通結節点の改

・鉄道駅、バスターミナル、電停等の整備
・交通報案内施設の整備
・パークアンドライド駐車場の利用促進

【削減戦略2】
環境1、_やさしいエネルギーの盾用

と環境関連産業の舌性化

第1節温室効果ガス中期削減戦略体系図

送サービスの改ノ叉ス

・バスや乗合タクシー等の路線網やダイ
ヤの改善

・低床バスの入
・バスや乗合タクシー等の利用の拡大

路面 送サービスの改

・路線の延長
・低床電車の入、電停のバリアフリー化
・路面車の利用の拡大

自動使用の

脱炭化

ながさきの特性を活かし

た再生可エネルギーの

利用促

自動車の使用方法の見し

・エコドライプ習会の開催・登録制度の
運用

・エコドライブの実施の拡大
・カーシエアリングの入

・公共交通機関への利用転換策の実施
・市民ノーマイカーデーの実施

【凡例】

太光・太の利用促進

支援策の実施
・太陽光発電設備の普及
・太陽熱温水器利用設備の普及

バイオマスエネルギーの利用促

・バイオマス燃料利用の実施
・廃棄物発電設備の実施

エコカーの及促進

・充電設備等利用環の整備
エコカーの入支援策の実施

・エコカーの入

削減戦略

まち歩の力向上

・観光客の公共交通機関利用の拡大
・二輪車等利用環境の整備
・徒歩での移動や自転車等の利用の拡大
・バリアフリー化などによる歩きやすし
道づくりの整備

企

地

立地促進と

企業の活性化

^^^^^^^^^^^^^^^^^^

その他のエネルギーの利用促

・様々な再生可能エネルギー利用設備の
設置
・地域熱供給エリアの普及拡大

(長崎市地球温暖化対策実行計画P49抜粋)

(9月調査項目)

エネルギーの地産地消の促

・自立・分散型エネルギーシステムの導入
・スマートコミュニティの構築

【削減戦略3】

源・循環型のまちづくり

^^

施策

取組み

市民・事者の

の向上と環境行

P

.

環境エネルギー業の
創・成

・環境・エネルギー産業の企業立地の推進
・環境・エネルギー分野への地場企業の取
組みの支援

・地企業の環・エネルギー分野への進
出

^

, '

4Rのの拡大

゛

If

)L

意

の促進

4つのビジョンから

ビジョンの実現に向けた4つの削減戦略

削減戦略を構成する大きな柱

方策を実現するための個別の二酸化炭素削減施策

施策を推進する具体的な取組み
二酸化炭素の利活用

・農業分野などにおける二酸化炭素の利活用

市民ネットワークの拡大・充

・ネットワークの構築
・ネットワーク活動の活性化
・連携を深めるための情報を共有する仕組みの

築と運用
・環境イベント等を通じたネットワークの拡大

りフューズ(断る)の推

・レジ袋有料化
・簡易包装の普及拡大

第5阜

リデユース('量・最小化)の推

・ごみ減化に向けた普及拡大
・ごみ処理有料化(家庭ごみ処理有料化)

ながさきエコライフの拡大

・エコライフ市民運動の拡大・充実
・ C02見える化の普及
・市民の行動を促す仕組みの実施

(サステナプラザながさきの活用等)
・優れた取組みの公表と表彰制度の 1設と運用

^^^

リユース(再使用)の推

リユース(再使用)の普及拡大

家庭の脱炭化

・住宅の高断熱化
・トップランナー機器(家電)への転換
・待機時消電力の削減
・高効率照明の普及
・冷暖房の設定温度調整の普及
・高効率給陽器の普及

リサイクル(再生利用)の推

・りサイクル(再生利用)の普及拡大

事活の脱炭素化

・企業への支援拡大
・エコアクション21の普及拡大
・公共施設の省エネ機器の整備
・省エネルギー効果の大きい建物や設備への
転換

【吸収・利活用】

一酸化炭素の吸収源対策と
利舌用の促進

地産地消の推進

水産物等の地産地消の情報発信
長崎の食の魅力の発信

・食育体験の推進
・安全安心な食の提供
・地元産食材の消拡大

教 習の進

・効果的なプログラムの運用
・核となる人材の育成
・地域における環教育の場づくり
学習プログラムへの参加や協働

二酸化炭素の吸収と

利活用に関する取組

みの検・促進

のによる二酸化

・森林の

海洋による二酸化炭素の吸収'対

・藻の整備
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市民の

脱炭素社会に向けての対策を着実に進めていくにあたり、市民、事業者、行政が一丸と

なって環境行動への取り組みを行う必要がある。

環境にやさしいライフスタイルへの転換を図るためには、市民一人ひとりが環境につぃ

て関心を持ち、理解を深め、自ら環境に配慮した行動を継続することが重要である。

長崎市では独自の取組みとして、市民総参加による継続的な環境行動の実践に向けて、

「だれでも」「いっでも」「簡単に」取り組むことができる運動を展開し、 C02の排出削

減につながる市民運動の創出を図ることを目的とした「ながさきエコライフ・フェスタ」

「ながさきエコライフ・ウィーク」「ながさきエコネット」の3つの取組みからなる「な

がさきエコライフの取組み」や、「ながさきソーラーネット〔メガ〕三京発電所」から生

まれる売電利益を、市民の環境活動へ還元していくために創設した「ながさきエコライフ

基金」を活用して、持続可能な地域づくりを担う人材育成を進める「ながさきサステナプ

ロジェクト」に取組んでいる。

活動の拡大・充実

「ながさきエコライフ」の取組み

ながさきエコライフ・フエスタ

ながさきエコライフ・ウィーク

ながさきエコネット

)これまでの取組み

ア「ながさきエコライフ」の取組み

(ア)ながさきエコライフ・フェスタ及びながさきエコライフ・ウィークの実施

ヤ遭二
@平成22年度から環境にあまり興味がない市民にも気

軽に来場してもらえるイベントとして、「ながさきエコ

ライフ・フェスタ」を開催し、環境問題について考え、

環境行動を実践するきっかけづくりとしている。

「ながさきエコライフ・フェスタ」において環境問題 而卑諌坦鳳化封鋪イメージキャ弓ククー

「ポッポー家」

や環境行動について関心を持った市民が、その後1週間

家庭、職場、学校、地域など様々な場所で環境行動を実践する週間として「ながさき

エコライフ・ウィーク」を設けている。

具体的には、家庭、職場、学校それぞれの場所で取組みやすい内容の環境行動をチ

エック項目としてあげ、各々でどのくらい取り組めたかの確認をしてもらい、その後

の生活の中でも環境行動を実践し続けていただけるような意識付けを図るもの。

継続
1テ動

「ながさきサステナプロジェクト」

~基金等充当事業~

持続可能な地域づくりを担う人材育成

・市民環行動推進事業

・環団体との連携によるESD講座



ながさきエコライフ・フェスタ開催実績(開催日

来場者数出展団体数

開団体2,600人

ながさきエコライフ・ウィーク取組みチェック項目(伊D

1日1人あたり削減
エコチェック項目(家庭)

できる C02の

56g/人エアコンは必要な時だけつけた

誰もいない部屋の照明を消した

テレビを見ないときは消した

使っていない電気製品は主電源を切る

か、コンセントからプラグを抜いた

冷蔵庫に物を詰め込まず、扉を開けてい

る時間を短くした

ながさきエコライフ・ウィーク取組み実績

人数件数

家庭(※) 1,784世帯

令和 3年10月?3~24日)

'106 3 t -C02/週104校 29,368人学校

'34 1t -C02/週5,931 人17団体職場等

1,905件 39,900人'178.8t-C02/週合 計

(※)全世帯が年間を通じてエコライフ・ウィークの取組みを実施した場合

基準年度12007年度)からの削減率C02 削減件数

41%削減'20万 9 千 t-C02/年186,669 世帯

(R4.8.1時点) 1'38.4t-C02/週÷1,784世帯X {民生家庭部門の中期削減目標【2030

年}:6眺削減)186,669 世帯X52 週)

1年問に節約

できる金額

1,370円

23g/人

16宮/人

106尽/人

1,390円57e/人

(取組み期間:令和 3年10月23~29日)

C02 削減

4,601 人

560円

390円

2,580円

'38 4t-C02/週

(イ)市民ネットワーク「ながさきエコネット」

「ながさきエコネット」とは、市民のつながりをつくり、地球温暖化防止に向けた

大きなチームになるよう取組みを進め、未来の子どもたちに美しい長崎を託すことを

目的とした、地球温暖化対策に向けた市民ネットワークのこと。

長崎市提案型協働事業(行政提案型)として平成21年度に採択され、平成22年度

に設立され、令和3年度末時点で弱,612人(2,909チーム)の登録者数となってい

る。(平成 22年度末 5,967人(95 チーム))



具体的な取組み

取組場所

事業所

・団体

取組内容

・おもちゃを修理することで、子どもたちに物を大切に扱う心の教育を実施
・地元自治会や企業と連携した河川清掃

・空き缶やぺットボトル等のりサイクル活動の実施

・給食残澄を利用した野菜作り
・環境団体と連携したお茶栽培

・校内太陽光発電設備を通した環境学習

節電、節水など省エネ活動
運転時はエコドライブ(急発進・急停車を行わない等)
マイバッグを活用した、レジ袋削減

学校

家庭

ウ) COOL CHO I C E運動の推進

温室効果ガスの排出は、衣・食・住・移動など、私たちが普段の生活の中で消

する製品・サービスのライフサイクル(製造、流通、使用、廃棄等の各段階)に起因

するもので約6割を占めている。

「cooL CHO ICE」とは、脱炭素社会づくりに貢献する「製品への買換

え」、「サービスの利用」、「ライフスタイルの選択」など、日々の生活の中で、 C02削

減につながる「賢い選択」をしていこうという国民運動のこと。

長崎市では、「ながさきエコライフ」の取組みの浸透と拡大を図るため、みんなで

"COOL CHO I C E"~『ながさきエコライフ』の取組みに参加しましょう 1

~として、平成28年度から市民団体や業界団体などと連携し「省エネ家電」「省工

ネ住宅」「エコカー」「ライフスタイル(スマートムーブ、カーシェア)」の普及、啓

発活動を行っている。

回定本

形成(民問)

20匂'0

その他

49、0

固定本

形成(公的)

69io

政府消費

11VO

^^^

住居 18%

サービス 5ツ0

1◎1
食 119'0

0 0

移 11%

心
消費財8%

【】消費ベースでの日本のライフサイクル
効果ガス排出量

(出典: COOL CHOIC宜ウェプサイト)6 %い



「ながさきエコライフ↓
功取リ組"に参加し宗しょうi

長市版COOLCHOICEロゴマーク

【参考】ゼロカーボンアクション30

(出典: CO01' CHOICE ウェブサイト)

エネルギーを

節約・転検しよう1

再エネ電気への切り臂え

^クールピズ・ウ倖ームピズ
■師電
■節*

宙エネ庫の輝入

^宅配号ービスをできるが"一回
で受"取ろう

消賓エネルギーの屍武る化

エコカー展示会

既崖社虫の実現にけ、一人ひとりのライ,ス虫'ルの転換が重要です

fゼロカーポンアクション10 にできるところから取り岨んでみまLιう1

ひとりひとりができること

ゼロカーボン

アワション30

^ 太隔卸fネル付・

エネ性宅に住もう1

^太鵡光パネルの設霞
^ZEH ゼケチ
^省エネリフ青ーム

窓尋の断軸リワオーム

^菩毛車靴の
省エネ艶逼暴の導入・設置

母境保活動に

橿的に参しよう1

桓尋やゴミ給い等の活動

^らしに*を取り入れる
分広も賃貸も省エネ物件を

働き方の工夫

寄伝工
、

イながさきサステナプロジェクト

(ア)環境行動の推進役「サステナプラザながさき」

市民総参加の環境行動の推進に向けて、「ながさきエコライフ」の

取組みの更なる浸透と拡大を図るため、平成28年度からサステナプ

ラザながさき(地球温暖化対策の推進に関する法律第認条に基づく

「長崎市地球温暖化防止活動推進センター」)を設置し、環境行動

の推進役として市民からの相談、助言、支援等に対応し、周知・

啓発するなど広く市民の環境行動の推進を図っている。

スマートムープ

ゼロカーボン・ドライプ

、ー,一●^

C02の少ない

サービス

頂境

脱炭型の製品・サービスの選択

■厶皿亘皇些捻^

1/

逗妻

ほう1

^宜を食ぺ残さない

1 食材の買い物や保存等での食品

ロス削減の工夫

■包虫き^
つくった菜食臺取り入れた

な食生活

自宅でコンポスト

ロスをな(毛う1

3R (りテユース、

リユースリサイクル)

便い捨τブヲスチウクの使用を

女るパく減らすマイバ字ウ

マイポトを使う

^修理や修棚をする
^つりマ・シェアリνグ
^ゴミの分別処理

サスデナブルな

フ,亨シヨンを1

●持っている股を(大物に着る

長(着られる医をじ0(り遍ぷ

奪填に配慮Lた服'還ぷ

')'

サステナプラザながさき

イメーシキャラクター

サステなコちゃん

奄
、
一

0.
0



【令和3年度の主な活動内容】

・りユース自転車(12件掲示)※申し込み件数89件

・フードドライブ(174件)

・サステなひろばの開催(10回)

・長崎市地球温暖化防止活動推進員出前講座(14回)

・まちなか講座の実施(年5回)※環境団体等と協働して行う講座

・山から海までプラスチックごみ回収大作戦(5力炉月

(2)今後の方向性

全世帯が年間を通じてエコライフ・ウィークの取組みを実施した場合の家庭における

C02削減効果(民生家庭部門の基準年度比41%削減)は、中期削減目標(民生家庭部門

の基準年度比69%削減)に大きく資するものであるように、市民一人ひとりが環境につ

いて関心を持ち、理解を深め、自ら環境に配慮した行動を継続することが重要であるこ

とから、一人ひとりの具体的な取組み方法も含めて、改めて長崎市がゼロカーボンシテ

イ宣言をしたことについての戦略的な広報活動を行いながら、今後も「ながさきエコラ

イフ」の取組み等を通じて、市民生活や事業活動における温室効果ガスの排出削減や、

省エネなど身近な環境行動を促し、市民及び事業者への周知・啓発を充実することで、

継続的な環境行動の実践を進める。

また、環境行動の推進役であるサステナプラザながさきを中心として、市民ネットワ

ーク「ながさきエコネット」と連携、協力しながら既存のイベントを活用するなど、エ

コが、得する、楽しい、かっこいいとなることを目指しながら「ながさきエコライフ」

の取組みの浸透と拡大を図り、より多くの市民の継続的で身近な環境行動にっなげる。

5



2 家庭・事業者の脱炭素化

家庭における高効率機器や省エネ行動の普及拡大を図り、日々の暮らしや事業活動にお

ける省エネ行動による「C02の見える化」の推進や、住宅・建築物の省エネ性能の向上を

推進する目的で、省エネ性能の高い住宅や建築物の認定や住宅の省エネ性能向上のための

りフォームの推進及び、日常の食生活の脱炭素化を進めるために輸送に伴うエネルギーの

少ない、安全.安心な地元産食材の消拡大を推進するなど、家庭や事業所における脱炭

素化に向けた行動の促進を図る。

(1)家庭の脱炭素化

家庭からの二酸化炭素排出の内訳のうち、電気の使用に伴う二酸化炭素排出が約

5割を占めており、用途別ではエアコン、冷蔵庫、照明、テレビの順となっている。
^

軽油
%

.1

13晶乳

ガソリンから

21.●玲
2020年度

家庭からの
二酸化炭素排出一

,900'鵬卿

ミか

/01^

^邑1.,鳥
埴子レンν1^
峯窒^,^

食豊凱1^皆,^

蓄窒^゛^

灯油から

g.1怖
5.

角1幸室盤盤ガユインベントリ井コイ

■'船
スから

電気から

47.■鳥

^和血^

袈噐鰍
^1■乳

モ,'、,"ー,1.^

を'勢ピ,オレコー,

J ノコ

3.^

出典:全国地球温綬化防止活動推進センター

ε 家庭のなかで
電気をたくさん

使っている
電化製品は?

』叫、

●'弊

゛ 14^

"
.
,

翻

W
、

亀
、



ア省エネ型機器の現状

(出典一般社団法人家電製品協会「スマートライフおすすめBOOK2022」)

(ア)エアコン(10年前と比べると約10%の省エネ)

(813kwh-905kwh)×0.365kg-C02/kwh1九州電力の R2年度排出係数)='34k8-C02/年

110年前と比較すると・・・
n0年前の平均と新型の省エネタイプ(多段庸評1西貴4以上)の比較]"

10゛.制
【年問

約2,480,
代】

●冷暖房兼用・壁掛け形・冷房能力2.8kw・寸法規定クラス

●期間消電力量は、JISC9612:2005にづく通年エネルギー消費効率(APF)
から出された試値

出典:経済産業省資源エネルギー庁省エネ性能カタログ(2011年冬版/2021
年版)

※年問電気代は、期間消費電力に電力料金目安単価、27円小Wh (税込)を乗
じて出した目安。

期問消電力

キ!,

' 05k

(イ)冷蔵庫(10年前と比べると約39~46%の省エネ)

{269kwh-50okwh}×0.365k砂CO?/kwh{九州電力の R2年度排出係数}='84kg-C02/年

kwh 年

^

^
2011年

.

.

.

110年前と比較すると・・

^
2021年

綻榔部'叫~"0山加岩工え、!

,3乳 6,
【年'電気代】

約4,600"~約6,220"

'す..

●年間消電力は、一定の条件下で行われた試験結果をもとに出した目安
(JIS C 9801.3:2015 による)。

※年間電気代と年間消電力は「省エネ製品買換ナビゲーション「しんきゅう
さん,」」のデータ。

年間消電力

0"

00"

kwh 年

'̂

2011年

.
.

2021年



ウ)照明器具(L印ライトは蛍光灯ライトと比べると約50%の省エネ)

8kwh 136kwh)×0.365kE-CO?/kwh【九州電力の R2年度排出係数)= 25kE-C02/年

蛍光灯シーリングライトから

お取りえ効果

5U、"、i途
2021年5月現在

代】【年間

,1β40,3 1甲

代】 "

お取り換え効果

86郵;驫詠

*D 年間点灯時問:2,000時間 a e5~6時問点灯した場合)
*2)電気代:電力量 lkwhあたり27円(税込)公益社団法人全国家庭電気製品公正

取引協議会力料金目安単価(2014年4月28日改定)
*3)消電力:8 用蛍光灯用シーリングライト 68W、 LEDシーリングライト 34W、

白熱球54W、電球形LEDランプフ.5W

2010年

堂光灯
シーリング

ライト

.
..

(エ)テレビ(40型液晶テレビは10年前と比べると約42%の省エネ)

(83kwh-144kwh)×0.365krc02/kwh(九州電力の R2年度排出係数)= 22kg-C02/年

【年問気代】

LED
シーリシグ

9イト

,2,510,

(kwh/年)
2021卑5月現在

110年前と比較すると・・

132V型液テレピ

0
^

信、
白熱球

20即年

3 '"

LED
ランプ

【年間気代】

,680,

年間消費電力
kwh 年

^

出典:源エネルギー庁「省エネ性能カタログ」の機種一における単純平均値(2010年
冬版尼020年版小数点以下四捨五入)
※年間気代は、年間消力量に電力料金目安単価、27円小Wh(税込)を乗じて

出した目安.

*電力料金目安単価:公益社団法人全国家庭電気製品公正取引協議会(2014年4月28
日改定)

1和V型液晶テレビ

Ik

42舮、""島

2010年

【年

,

,1,650,

20帥年



イ省エネ家電への転換

家庭の中で電力の使用が大きいエアコン、冷蔵庫、照明、テレビを新の機器に

置き換えた場合、合計で1世帯当たり約▲334kgc02/年となり、これは家庭からの

C02排出の8.6%を占める。

機器

エアコン

C02削減効果

Π台当たり年問}

冷蔵庫

照明器具

'34k宮一C02/年

テレビ

平均保有台数

Ⅱ世帯当たり)※

'84kg-C02/年

合計 ▲165kg-C02/年 '334k8-C02/年 ▲8.腿

※1世帯当たりの平均保有台数:エアコン{内閣府令和3年3月消動向調査Ⅱ00世帯当た

り 282.7台"、冷蔵庫、テレビ(環境省令和2年度家庭部門のC02排出実態統計調査)、照

明器具{ゼロカーボンシティ推進室想定イ向

'25kg-C02/年

▲22k8-C02/年

C02削減効果

Π世帯当たり年問}

2.8 台

1.2 台

このうち、特にC02削減効果の高い冷蔵庫については、2010年以前の冷蔵庫を使用

している割合が約52%となっており、仮に長崎市の全世帯のうち52%が冷蔵庫を最

新機器に置き換えた場合の削減効果は、約'9,804t-C02/年 a86,669世帯(R4.8.1

現在)×52%X'10lkrc02)となり、これは長崎市における民生家庭部門の排出

(令和元年度 442 千 t-C02)の約 2.2%を占める。

40

1.74 台

▲95kE-C02ノ年

家庭からのC02排

出における削減

効果 13,90ok名一C02/

世帯)

9

'10lk宮一C02ノ年

▲10ok三一C02/年

2(^~201

34.5%

'開k容一C02/年

'2.4%

2016卑以

,4.6鼻

▲2.腿

199

木明

弧

'2.腿

いつの冷蔵庫を
使っているの?

製造年代内訳

2^~
2^

'1.眺

1導

%

20"~2m5年

32.9%

^岬巨,仙■直■^^朗,
^坤●鼻●画興^,^告^゛●

出典:全国地球温暖化防止活動推進センター

また、エアコンとテレビにっいても10年以上前の製品使用率が仮に冷蔵庫と同程

度であった場合の削減効果は、約'22,714t-C02/年(186,669 世帯X52%X'234kr



C02)となり、民生家庭部門の排出

る。

(2)事業者の脱炭素化

長崎市から排出される温室効果ガスのうち、民生業務部門はおよそ3割を占めてお

り、事業者の環境配の推進が重要となっている。

そのため、中小企業向けの環境マネジメントシステムである、エコアクシヨン21

(※)の普及を促進するため、毎年エコアクション21地域事務局や、長崎広域連携中

枢都市圏を形成する長与町、時津町と連携して認証取得にかかる説明会を開催してい

る。

【認証取得事業者数 29社(令和4年8月時点)】

(令和元年度 442 千 t-C02)の約 5.1%を占め

(※)エコアクション21とは、事業者の環境への取組を促進するとともに、その取組

を効果的・効率的に実施するため、国際標準化機構の IS014001規格を参考としっつ、

中小事業者にとっても取り組みやすい環境経営システム。

エコアクション2 とは

エコアクション21ほ、環境省が策定した日本独自の環境マネジメントシステム
(EMS)です

一般に、「pDCAサイクル」と呼ぱれるパフォーマンスを継続的に改善する手法
を礎として、環境への取り組みを自主的に行うための方法を定めています

エコアクション21は、あらゆる事業者・団体等が効果的、効率的、継続的1
境に取り組んでいただけるよう工夫されています

出典:エコアクション21地域務局ながさき



【参考】一般社団法人省エネルギーセンターが実施する省エネ最適化診断

省エネは最も脱炭素化に有効な手段であるが、使用エネルギー削減に加え、「再工

ネ提案」を組み合わせることで、脱炭素化を加速する省エネ最適化診断を実施してい

る。

なお、診断の結果、設備更新の有効性が示されることから国の省エネ設備'入補助

金の評価項目となっている。

<採択の加点評価対象としている補助メニュー>

・先進的省エネルギー投資促進支援事業補助金

・省エネルギー投資促進事業補助金

団省エネ最適化診断
『コスト削減』と『脱炭素化』の同時達成

入゛゛

゛゛゛゛゛゛゛世界的な脱炭素化の流れの中、中小等の中小規 にとつても脱炭素化

は避けて通れない喫緊の課題となっています。

「省エネ」はも脱炭素化に有効な手段ですが、'エネ化診断は、更に一歩推し進め、「省エネ診断」1こよる
使用エネルギー削減に加え、「再エネ提案」を組み合わせることで、脱炭素化を加速する新しいサービスです。

省エネ最適化診断の特徴

3つの

ステツプて
^

診断及び提案碩目

●設 な使い方
●メンテナンス方法の改誓による'エネ
●温度、照度なピ設定位の適正化
. への史新
●封1熱等エネルギーロスの改善、有効利用
●太光発電など再エネ 入捉案

省エネ診断
十

再エネ提案

改善提案の
ご説明

出典:一般社団法人省エネルギーセンターパンフレット

フォローアップ

通

●省エネの徹底
●再エネの導入
●10T A1の活用

軽営やエネルギー管理者の方に、提案内容や実施方法に
にご説明ついて

●提案内容による改善効果
、コスト削減額、C02エネルギ

●エネルギ に関するアドバイス

御
'
.
.

,

、
蹴

1
■
,

ー
ー

包

、
、



(3)建築物の取り組み

ア民間建築物の省エネルギー化

本市では、ゼロカーボンシティ長崎の実現にむけ、旧常生活や事業活動の脱炭

素化への転換」を2025年までの重点アクションプログラムの削減戦略として位置

づけ、「脱炭素型のライフスタイルが確立したまち」を目指している。

その削減戦略の施策のーつとして、住宅・建築物の省エネ性能の向上を推進する

目的で、省エネ性能の高い住宅や建築物の認定、住宅の省エネ性能向上のためのり

フォームの推進を行っている。

(ア)住宅の省エネルギー化に寄与する認定制度

a 長期優良住宅

持続可能な社会の実現に向け、良質な住宅を将来世代に継承・普及促進を行

い、長期に使用することで、解体に伴う廃棄物の搬出頻度を抑制して環境負荷の

軽減を図ることを目的に、長期優良住宅の普及の促進に関する法律に基づき、平

成21年6月に始まった制度。

戸建て住宅や共同住宅等で、多世代にわたり住み続けられるために耐震性や劣

化対策などの認定基準を満たした住宅。新築、増改築、既存住宅を認定の対象と

している。(既存住宅は R4.10.1 から開始)

<長期優良住宅の認定実績>

認定件数

年度(件)

b 低炭素建築物

建築物における生活や活動に伴って発生する二酸化炭素を抑制することを目的

として、都市の低炭素化の促進に関する法律(エコまち法)に基づき平成24年

12月に始まった制度。

低炭素建築物は、低炭素化に資する措置が講じられ、市街化区域等に建築され

る建築物。

新築

増改築

戸建て住宅

共同住宅

戸建て住宅

共同住宅

R元

<低炭素建築物の認定>

230

R2

235

認定件数(戸建て住宅)

R3

年度(件)

変更件数(戸建て住宅)

268

合計

733

R元 R2

3

12

胎

31

12

合計

51



C 建築物省エネ法に基づく認定建築物

建築物の省エネ性能の向上を図ることを目的として、建築物のエネルギー消費

性能の向上に関する法律(建築物省エネ法)に基づき、平成28年4月に始まっ

た制度。

住宅以外の」定規模以上の建築物のエネルギー消費性能基準への適合義務があ

る。令和7年以降に規模を問わず全ての建築物に省エネ基準への適合が義務付け

される。

く建築物省エネ法に基づ<認定>

基準適合義務

年度(件)

届出
イ主宅

(イ)住宅の省エネルギー性能向上に寄与する補助制度

a 住宅性能向上リフォーム補助金

民問住宅に対して、住宅の浴室・便所のバリアフリー化、屋根の遮熱・断熱塗

装、断熱改修等による省エネ化など、住宅の性能向上を目的として行う住宅リフ

オームエ事に要する費用の一部を助成するもの。

①省エネ化に関わる対象工事

非住宅

R元 R2

54

46

屋根の塗装工事

工事種別

胎

41

断熱改修工事

※令和4年度

より追加

39

合計

43

②助成額

対象工事費のν5(上限額10万円)

10

7

138

屋根を遮熱・断熱性能のある塗料により塗り替える工事

95

③実績(省エネ化に係るもの)

屋根、天井、壁、床及び開口部の断熱改修工事

性能向上のための窓及びガラスを取り替える工事

工事内容

交付件数(件)

交付額(千円)

令和元年度

181

1 1,259

令和2年度

2腿

17,185

令和3年度

13

255

18,3脇



b 子育て住まいづくり支援費補助金

安心して子供を生み育てることができる環境の整備及び子育て家庭の経済的

負担の軽減を図るため、多子世帯又は新たに3世代で同居・近居するための中古

住宅の取得や住宅を改修する費用の一部を助成するもので、子育て世代が暮らし

やすぃ住宅への問取りの変更、設備の改修等のほか、断熱改修による省エネ化も

補助対象としている。

①省エネ化に関わる対象工事

断熱改修工事

工事種別

②助成額

対象工事費のV5(対象者により最大上限額40万円)

③実績(省エネ化に係るもの)

屋根(天井)、外壁、床の断熱改修

窓の断熱改修

交付件数(件)

【参考(国の取組み)】こどもみらい住宅支援事業

交付額(千円)

工事内,容

目的

令和元年度

子育て支援及び 2050年力ーボンニュートラルの実現の観点から、子育

て世代や若者夫婦世帯による高い省エネ性能を有する新築住宅の取得

や住宅の省エネ改修等に対して助成することにより、子育て世代や若者

夫婦世帯の住宅取得に伴う負担軽減を図るとともに省エネ性能を有す

る住宅ストックの形成を図る。

補助対象

令和2年度

75

高い省エネ性能を有する住宅の新築、一定のリフォームが対象(事業者

が申請)。

※令和3年11月26日以降に契約を締結し、事業者登録(令和4年1月
11日受付開始)後に着工したものに限る。

令和3年度

41 92

14



対象住宅

及び補助額

子育て世帯・

若者夫婦世帯

による住宅の

新築
① ZEH、 Nearly zEH、 ZEH Ready

ZEH or i ented

{強化外皮基準かつ再エネを除く一次エネ
ルギー消費量'20%に適合するもの)

対象住宅※

②高い省エネ性能を有する住宅

信碇長其脹良住宅、認定イ氏炭剰主宅、性能
向上計画認定住宅)

対象住宅

及び補助額

3 省エネ基準に適合する住宅

(断梨般球4かつ一時エネ投球4を満たす
住宅)
※令和4年6月末までに契約を締結したも
のに限る。

住宅のリフォ

ーム

※世帯要件

なし

※対象となる住宅の延べ面積は、50'以上とする。

※土砂災害特別警戒区域における住宅ネ原則対象外とする。

補助額

100 万円/戸

①【必剰住宅の省エネ改
修

開口部の断熱改修、タ慳、
屋根・天井又は床の断熱改修、
エコ住宅設備の設置のいずれ
刎

80 万円/戸

対象工事

手続き

60 万円/戸

②旺意住宅の子育て対応

改修、耐震改修、バリアフ

リー改修、空気青争機能・

換気機能付きエアコン設

置工事等

申請受付開始

交付申請期限

予算額

申請戸数

及び金額

(全国)

完7報告期限

りフォームエ事内容に応

じて定める額

上限30万円/戸

※子育て世帯・若者夫婦世

帯による住宅は、上限45

万円/戸(既存住宅購入を

伴う場合は60万円/戸)

※安心R住宅の購入を伴う

場合は、上限60万円/戸

87,060 戸

321 億 1,280 万円

令和3年度補正予算

令和4年度予備費当

補助額

令和 4年3月28日

令和 5年3月31日

(補助額以上の出来高があること)

(住宅の規模に応じて)令和7年5月31日

(令和4年7月末時点)

①申請件数 ・りフォーム合計

②申請金額 "

542 億円

600億円 合計 1,・142 億円
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【参考】 Z EH (ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス)

外皮の断熱性能等を大幅に向上させるとともに、高効率な設備システムの'入により、

室内環境の質を維持しっつ大幅な省エネルギーを実現した上で、再生可能エネルギーを

入することにより、年間の一次エネルギー消費の収支がゼロとすることを目指した

住宅。エネルギー消の削減にっいて以下に分類される。

Z E H

N early

Z E H

Z E H

Z E H

Ready

Oriented

省エネ基準からエネルギー消費

削減

100%以上削減

75%以上、100%未満削減

50%以上、 75%未満削減

再生可能エネルギー導入なし

^

住いのエネルギー収をゼロにする
ゼ手

ZEH(ゼロ・エネルギー・ハウス)

の 長崎県内の実

(R2年度)

499件

42件

0件

0件

断気で

嘗エネする

囿荏毛^

+玉

エネルギーを
効牢よく使う

効牢なで

エネルギーを抑える

.゛
夏季

●覚

エネルギーを
創る

日射遮薇

太陽光発電なピで

エネルギーを創る

エネ鳧ギー収室ゼ0へ

高断熱窓

省エネ換気

0

高断熱外皮

排出

電力量の把糎

高効牢
空餌

出典:(一社)環境共創イニシアチブ

..唖

蓄電
システム

高効率
給湯

^Ŝ



イ公共施設の省エネルギー化

長崎市役所から排出される温室効果ガスの排出は、6割程度(令和2年)が電

気・燃料(主に照明、 OA機器、空調・暖房)の使用に伴う排出であることから、そ

れらの使用に係るエネルギー消を重点的に削減する必要がある。

公共施設の整備に際しては、「建築物のエネルギー消性能の向上に関する法

律」(「建築物省エネ法」)の基準に基づき、省エネルギー機器、太陽光発電設備

※、雨水利用設備の入など、建築物の省エネルギー化を図ってきた。

※太陽光発電設備:設置合計出力 704.7kw (令和3年時点)

(年間発電量:704.7kwxl, oookwh/kw ・年=704.7Mwh/年、

C02 削減量:361 トン/年)

また、令和5年1月の開庁予定の新庁舎では、高断熱材、コージェネレーション

システム、幅射パネル空調、太陽光発電、雨水利用、LED照明、ビル管理システム

など、様々な省エネ・創エネ設備を入し、温室効果ガスの削減に取り組んでぃ

る。一次エネルギーの年間消は、同規模の標準的な建築物と比較して50%以上

削減、二酸化炭素の排出換算で年間約1,600トンの削減を見込んでいる。住見

在、建物のエネルギー性能評価としてZEBready認証取得を検討中である。)

語射i.ル

^、r

図

迫壁が少なく、柔^塙い空間

執務室内部の環境イメージ

【国の動向】

0 「エネルギー基本計画」(2021年10月22日閣議決定)

・2050年に住宅・建築物のストック平均でZEH・ZEB基準の水準の省エネルギー性能

が確保されていることを目指す。

・建築物省エネ法を改正し、省エネルギー基準の適合を2025年度までに義務化すると

ともに、 2030年以降新築される住宅・建築物について、 ZEH ・ZEB基準の水準の省工

ネルギー性能の確保を目指し、整合的な誘'基準・住宅トップランナー基準の引上げ、

省エネルギー基準の段階的な引上げを遅くとも2030年度までに実施する。

木質酎震,くネル

一
、

11 尋



【参考】 Z E B (ネット・ゼロ・エネルギー・ビル)

ZEB(ネット・ゼロ・エネルギー・ビル)とは、快適な屋内空間を実現しながら、建物で

消費する年問の一次エネルギーの収支をゼロにすることを目指した建物のこと。

B (セフ)

省エネ+創エネで0●b以下まで

寄叢の晦昂で
●'エネ11.ギー

NearlY ZEB(ニアリーセフ)

省エネ+劃エネで25胎以下まで

匪到・匪函

エネで50胎以下まで
へらす

Og6力ι

減

聳圭の趣党で
●魯な

100今6

、釜^1早、{1^
100備 5^ぽF

2EB 01'iented

10,00OM以上延パ
・^入によ書習拳鼻怖エネ省工字て^に^品 .

ホデ,1氏.物註怒・目脚区篇

飲富価与・酬デ所珂

30啼以上
へら茸

定性的な定義

獣諜を 猟ぱ竺
25賜以下

なる
エネ

N巳日1'1y zE8

従甫の硬粕τ
●腔詮字レギ

100箭

図 ZEB4淀

ZEB R合ady

年閻の一次エネルギー消費が正味ゼロ談たはマイナスの建築物

ZEBor佃ハted

2昂で使ラエネ貴ヰー

7m五蹴60

.W皇凹1キめ1』おいて胎卓て誹価されてい迦し畉妻栃

出典:揮凋

ZEBに限りなく近い逮築物として、 ZEBR9adyの要件を満たしつ
つ、再生可能エネルギーにより年問の一次エネルギー消費をゼ
口に近付けだ建築物

ZEBを見据えだ先進建築物として、外皮の断馴む及び効率な
省エネルギー設倫を備えた建築物

ZEBRea山を見据えた建築物として、外皮の性能化及ぴ局効率
な谷エネルギー設備に加え、更恋る省エネルギーの実現に向けた
措置を講じだ建筆物

卵
す

飾
調
へ



ウ 2030年に向けた野心的数値目標の実現に向けた課題

長崎市地球温暖化対策実行計画重点アクションプログラムにおいて 2030(令和 12)

年までの戦略をりードする野心的数値目標を定めており、その実現のためには、以下の

ような課題がある。

目標値 新築住宅のうち Z E H基準(ZEH、 NearyzEH、 ZEHorie"ted )の省エネ性能

に適合する住宅の割合を 2030年(令和 12)年までに60%以上にする。

(2020年度時点 19.フ%)

C02 肖1 量:'8,434 t -C02/年

【課題】

・2030年までに ZEH住宅が60%となる前提で年8,434t の C02 削減と想定してぃる

が、今後の住宅着工件数の推移によっては、目標達成に必要な戸数が供給されない可

能性がある。

・令和7 (2025)年に、建築物省エネ法が改正となり、一般住宅も省エネ基準を満たす

ことになるため、 ZEH以外の住宅においても年2,375tのC02削減が期待できる。

累計戸数、

年間比率、

C02 削減量/年

R 4 (2022年)

R 7 佗025年)

R 12 (2030年)

Z E H

186 戸、 20.2%

▲541 t

807 戸、 23.フ%

▲2,348 t

・ZEHや長期優良住宅等の住宅は、補助制度や税制優遇があるものの、初期投資でコ

ストアップになることから、普及にむけては、ランニングコストを含めた収支やゼロ

カーボンの趣旨など必要性の啓発が重要となる。

【例】:一戸建て住宅の場合(120 市、 40坪程度想定)

一般住宅 2,300万円今, Z EH ?,600万円(約 1割アップ)

⇔長期優良住宅 2,900万円(約2割アップ)

長期優良住宅

低炭素住宅

2,898 戸、 60%

▲8,434 t

250 戸、 27.2%

▲146 t

1,168 戸、 31.8%

▲680t

2,6?8 戸、 31.8%

'1,529 t

一般住宅

483 戸、 52.6%

▲ot

1,701 戸、 44.5%

'238t

ZEH以外の C02

削減量

2,745 戸、 8.2%

'845.6 t

▲146 t

▲918 t

'2,375 t
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目標値:既存を含めた市の施設全体のLED照明の導入割合を 2030年(令和 12)年ま

でに 100%にする。(2020年度時点 2.0%)

C02 削減量:▲3,660t-C02/年

【課題】

.施設新築の際には LED 照明は必須であり、既存施設の改修も徐々に件数が増えてきている状

況で、LED化は着実に進んでいる。ただし、令和4年度時点で市の施設は約 800 か所あり、

2030年までにLED照明の導入割合10、0%を実現するためには、年間 100か所近い施設のLED

化改修が必要となる。目標達成のためには、改修工事の加速が必要である。

・L印化改修に必要な投資額が非常に大きくなることが予想され、コストの低減と財源の確

保が必要である。また、改修を進めるための計画、設計、施工管理にかかる業務量が膨大

となる。

20



(4)地産地消の推進について

地場産の農水産物を地域内で消する「地産地消」は、農家所得の向上、食文化の継

承、食料自給率向上に加えて、脱炭素の視点でも食料輸送距離短縮による温室効果ガス

削減等の様々な効果が期待されている。

ア長崎市の農業の現状

・曲業者数は減少傾向にあり、令和2年度は 10年前の約70% 1,783人となってい

る。

・農産物の販売額は、概ね50 、円程度で横ばいに推移。

イ長崎市の水産業の現状

・漁業者数は減少傾向にあり、平成30年度は10年前の約釣% 936人となってぃ

る。

・漁獲金額は平成28~29年に小型魚類の好漁、により増加したが、平成30年度以降は

減少傾向。令和2年度は約 116億円となっている。

3000

2500

2000

1500

1000

500

0

長崎市の漁業・農業就業者数

H22 H25

^漁業者数

地産地消に係る長崎市の主な取組み】

ア直売所運営

市内には、長崎市が設置した「みさき駅さんわ」「道の駅夕陽が丘そとめ」を含め19

店舗(令和3年度末時点)の直売所があり、地元で生産された農水産物を中心に販売が

行われている。また、市は各直売所で開催されるイベント等の支援を行っており、近年

の販売額は、年間29 ・円程度で推移している。

【市内直売所の売上実績】

平成29年度平成30年度

29.0 億円 28.8 億円

20000

H21

巧000

長崎市の水産物・農産物販売額

業者数

10000

5000

イ地産地消イベントの開催

「ながさき実り・恵みの感謝祭」や「びわフェスタ」「すいか祭り」など地元農水産

物等の即売を行うイベントを開催することで、地元産品のPRと消拡大を推進する。

実り・恵みの感謝祭2021 出店者数:36 団体、来場者数:約 5,200人

令和元年度びわフェスタ販売額約 10,260千円、びわ2,765ケー入他

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 RI

水産物(左軸:百万円)^産物{右軸

釦卯

4000

令和元年度

28.9 億円

2000

雑

百万円)

0

令和2年度

30.1 億円

令和3年度

29.6円



令和4年度すいか祭り スイカ販売数:500個、来場者数:約800人

*"JI゛

ながさき実り・恵みの感謝祭2021

ウ学校給食への入促進

学校給食において地場産物の使用の推進を図るとともに、市内特有の水産物を学

校給食へ入することで、小中学生の地場産物への理解を深め、地産地消へつなげ

る。

【令和3年度学校給食における地場産物使用状況調査(11・2月)】

全体

、
寺

うち長崎県内

19.6 t 伍3.5%)36.6 t農産物

34.5 t (97.2%)35.5 t畜産物

0.2 t 伍6.4%)0.4 t林産物

1.1 t (66.6%)水産物 1.6t

1.2 t 【18.0%}6.9 tその他

56.6 t 【69,9%}81. ot合計

※表中の数値は小数第2位以下を四捨五入しているため、重〔t〕と割合〔%〕の

値が一致しない場合がある。

. .

フスタ

令和元年度びわフェスタ

【地産地消が温室効果ガスの排出に与える影について】

令和3年度の長崎市中央卸売市場の取扱実における長崎県外産の農産物の10%

(2,827t)を県内産に置き換えた場合の温室効果ガス削減にっいて試算した。

【長崎市中央卸売市場の令和3年度取扱実】

数区分

性^

輸入

長崎県外

長崎県内{長崎市除く}

長崎市内

合計

フ,189 t

28,272 t

31,284 t

1,336 t

68,081 t

錠
昏



It 当たりの貨物を lkm輸送した際に排出される C02

営業用貨物車 216g-C02/t ・km (国土交通省ホームページより)

熊本県から長崎市まで輸送と仮定(距離:約 20okm)

2,827 t X 20okm X 216 g-C02/t ・ km =▲122 t-C02

年間C02排出換算約31.3軒分(温室効果ガスインベントリオフィスより)

【長崎市中央卸売市場における令和3年度野菜の産地別取扱高】

区分

24,902

9,026

3,283

2,625
1,609

1,599
児 1,437

1,225

1,074

1,023

※表中の数値は小数点以下を四捨五入しているため、数

しない場合がある。

、 産地

海

数

4,804,フ76

1,558,585

473,787

631,486
287,174

336,816

329,865
393,496

354,415
280,367

及び金額と割合の値が一致

(5)今後の方向性

・家庭においては、日常的に使用する家電を最新の機器に買い替えたほうが省エネに

つながり、電気代の低減も期待できるが、省エネ家電の普及・拡大を進めるにあたっ

ては「古くてもまだ使える」「購入用がかかる」といった障壁もあることから、効

果的な'入促進について検討を行っていく。事業者に対しては、引き続き中小企業向

けの環境マネジメントシステムである、エコアクション21の普及や省エネ診断によ

る脱炭素化の取組みを促進していく。

・今後、20?5年度までに、建築物省エネ法、建築基準法、建築士法の改正が行われ、

原則全ての新築住宅・非住宅に省エネ基準適合が義務付けられることから、市民や事

業者等に対し、省エネ性能向上の必要性を周知・徹底し、新築住宅・非住宅の省エネ性

能を高めていくための啓発活動を行う。

・住宅の省エネ性能向上のためのリフォーム補助金を活用し、省エネ化が図られるこ

とで脱炭素化に資することから、引き続き補助金制度の周知を図る。

市公共施設における電気使用に係る温室効果ガス排出削減に着目し、今後新設す

る市有施設におけるZEB化についても推進していく。また、既存施設の改修につぃて

も、照明機器のLED化などを進めていく。

・地場産の農水産物を地域内で消する地産地消の取組みは、温室効果ガスの排出

抑制につながる方策だと考えている。一方で、一次産品の生産を取り巻く環境は、従

事者の減少や高齢化、また、資材高騰や気候変動など非常に厳しい状況に置かれ、そ

の生産を維持していくことが大きな課題となっている。
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このような中、作業の効率化や省力化により、地場産の農水産物の生産量を維持す

るため、 1CT技術等を活用した新技術の導入を進め、生産性の向上を図るととも

に、新規就業者の育成・、確保に向けた支援を継続していくこととしている。

このような生産面での改善と併せ、各直売所のイベント開催支援や学校給食におけ

る地産地消の推進などにより、地産地消の意識を醸成しイ・温室効果ガスの排出抑制に

よる環境負荷の軽減効果を持続させていきたい。
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3 境教

「ゼロカーボンシティ長崎」の実現のためには、今日の多種多様な環境問題の多くが、

私たちの日常生活や事業活動によって引き起こされていることを十分に認識し、様々な

場面において、1 人ひとりが身近にできる環境行動を自ら継続して実践していくことが

必要となる。

そのためには、子どもから大人まであらゆる世代を対象として、当事者意識の醸成や

行動変容を図るための、特に「ゼロカーボンシティ長崎」を実現するための地球温暖化防

止対策についての環境学習や啓発を現在実施している環境学習に追加しながら充実させ

ることが必要であり、併せて、環境行動をけん引する人材やりーダーの育成のための取

り組みについて充実を図ることにより、2030年、さらには2050年に向けた環境行動の更

なる広がりと加速へ繋げていく。

学習の推進

環境教育・学習

の場の提供

当事者

意識醸成

(1)これまでの取組み

学校

家庭

①小中学校での境学習・活動

(エコスクール)

②サスデナスクール(ESD講座)

副読本配布・オミスター展

【環 教育・学習のイメージ図】

学校

一人ひとりの

環境行動の実践

けん引人材・

リーダー育成

^

【各世代における環境教育・学習の主な取り組み】

家庭

各種環境学習・イベント

親子境教室

③地球温暖化防止活動出前講座

長崎県境アドバイザー出前講座

④サスデなひろば

⑤ecoNながさき

あらゆる場面での

実践の広がり

学生世代 若者世代

各種環境学習・イベント
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①小中学校での環境学習・活動

地域清掃や省エネ活動などの継続した環境活動に取り組む学校を「ながさきエコスク

ール」として認定し、学校における環境教育と環境活動の推進に取り組んでいる。現在、

市内全小中学校を認定しており、毎年、その活動状況にっいて数校を取材し、市内全小中

学校に対し、「ながさきエコスクール通信」として発信し、周知・啓発を行っている。

各学校では、実態に応じて、ゴミの減化・りサイクル活動として、学校単位でゴミの

分別活動や残食ゼロを目指したり、牛乳パックリサイクルなどを行ったりしている。ま

た、学級園や花で花を育てる、みどりの力ーテンづくりなどに取り組むなど環境学習

を行ってぃる。各教科、単元等では、日本の公害やごみ問題について学習を深め、問題の

重大さとその解決のための意識の高揚を図るとともに、技術と環境・エネルギー・資源と

の関係を理解させ、環境や資源に配_した生活を工夫し、実践しようとする意欲や態度

を養う取組みを行っている。

②ながさきサステナスクール([SD講座)の実施

小中学校において、環境活動を積極的に行っている環境団体の方々等を講師とし、実

際に学び、体験する機会を提供するなどのESD(持続可能な開発のための教育)講座を行

うことで、子どもたちが様々な環境問題について、自ら課題を見つけ、原因や対策を調

べ、行動・発信できる能力の育成を図る。今後、地球温暖化防止対策等の項目を事前学

習などへ盛り込むことにより、子どもたちに対して「ゼロカーボンシティ長崎」の実現

に向けた意識付けを行っていく。

【令和3年度実】 3校(延べ 110名)

【A校の取り組み事例】

(テーマ)川の水質調査

(第1回)事前学習(川の水質・生きものについて)

(第2回)フィールドワーク(川の水生生物を指標とした水質調査)

(第3回)まとめ・生徒による発表
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③地球温暖化防止活動推進員による活動

地球温暖化対策に関する普及・啓発活動のほか、地域での地球温暖化対策をはじめ、多

様な環境分野で市民環境活動リーダーとして活動する者を地球温暖化防止活動推進員と

して市が委嘱し、サステナプラザながさきと連携しながら、環境イベントへの参加や、自

治会・放課後児童クラブへの出前講座など、地球温暖化対策につぃて市民の理解を深め

る活動に取り組んでいる(令和4年8月31日現在 23名委嘱)。今後、推進員のスキル

アップ研修などの際にゼロカーボンシティにっいても学習の機会を設けることで、出前

講座の中で「ゼロカーボンシティ長崎」に関する周知を図ることができるようにする。

【講座の事伊n

「自然と仲良くなろう~身近な自然環境を守ろう~」、「グリーンカーテンを作ろう」、

「牛乳パック・エコバックエ作」、「長崎市のごみ分別について」など

【令和3年度実績】出前講座14回(延べ523名)

④サステなひろばの開催

サステナプラザながさきにおいて、広く市民を対象として、季節や年間行事などを考

慮し、環境以外の分野(防災、福祉、SDGS (持続可能な開発目標)等)と連携するなど

して、市民が環境に興味を引くテーマで地球温暖化防止等に関する講座を月1回程度開

催している。

【開催テーマ事例】

「sDGS 時代のライフスタイルとまちづくり」、「再生可能エネルギーの普及と SDGS~

事業化への挑戦~」、「長崎大水害から40年河川防災対策の現状と今後の課題」など

【令和3年度実績】 10 回(延べ81 名)

.,,゛

⑤ecoN (えこん)ながさきへの活動支援

将来、気候変動をはじめとした環境問題の影に直面する次世代の若者や学生が、自

分事として長崎市の環境問題について主体的に理解を深め、議論し合い、率先して活動

「扇1^

サステなひろばの様子

、
゛



を行うことを目的とし令和3年に設立された「ecoNながさき」にっいて、サステナプラ

ザながさきを通じてその活動やアイデアの実現に向けた支援を行っている。

(2)今後の方向性

小中学校においては、環境活動の実践が進んでいるものの環境学習を更に追加する程

の時間的余裕が少ないことから、各学校の状況に対応した効果的な資料や教材を充実す

るとともに、身近な環境とのかかわりを通した諸活動による環境学習を継続し、自ら環

境行動を実践する意識の醸成を図る'

多世代を対象とした環境学習や人材育成への取り組みにっいては、サステナプラザな

がさきを中心として、幅広い世代に向けた環境講座や教室等を実施し多様な世代が学べ

る場を拡大するとともに、環境行動や学習のりーダーとなる人材育成に取り組み、環境

行動の更なる広がりへ繋げる。

この環境教育・学習自体は直接的に C02 の削減にっながるものではないが、市民の息

識変容、環境行動の実践による C02 の削減へどっながる重要な要素として、現在実施し

ている環境学習に地球温暖化対策の項目を追加するなど、「ゼロカーボンシティ長崎」の

実現に向けた意識付けを行っていくことで、「市民の環境活動の拡大・充実」「家庭・事業

者の脱炭素化」の取組み・目標の達成につなげていく。

、
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